
課等名 契約の名称 契約年月日 契約の相手方 契約金額（円） 契約の相手方を選定した理由 摘要

農村計画課
水土里情報システム年度利用

契約
令和5年3月27日

北海道土地改良事業団体

連合会
11,660,000

　水土里情報システムは、農業の持続的発展及び農村

の振興等に資するため水土里情報利活用促進事業（事

業主体：全国土地改良事業団体連合会・北海道土地改

良事業団体連合会）により開発された地図情報システ

ム（WebGIS）である。

　本システムは、航空写真上に農地や農業水利施設な

ど情報を重ねて表示できるほか、各団体が作成した情

報をインターネット上で相互に共有可能なため、情報

共有のプラットホームとしての役割を有している。こ

のため、道内の多くの市町村、農協、農業委員会等が

本システムを利用し、道もまた平成２３年度より利用

契約を結んでいる。

　道では、道営事業等により整備した農地、農業水利

施設の整備履歴を同システムに毎年登録しており、整

備構想段階において最適な整備手法や整備時期を地域

とともに検討することや、整備後の保全管理に活用す

るなどしているところ。

　北海道において本システム利用契約の権限を有して

いるのは、北海道土地改良事業団体連合会のみである

ため、契約の相手方として選定した。（地方自治法施

行令第167条の２第1項第2号・北海道財務規則運用方

針第3節1の(2)）

農村計画課

令和５年度道営農業農村整備

事業に係る土壌調査（上多度

志地区外）委託業務

令和5年4月12日
地方独立行政法人

北海道立総合研究機構
3,806,674

土地改良事業計画地区の土壌調査については、「土地

改良事業計画地区及び開拓パイロット事業計画地区の

土壌調査について」（昭和38年４月18日付け38農地C

第77号（資）農林省農地局長通知）の別紙「土壌基

本調査実施要領」の「４．調査担当者」により、都道

府県農業試験場（現北海道立総合研究機構）に調査を

実施させるものと定められている。

　本業務は、農家の営農に支障のないように適期な調

査が必要であり、気象条件等により調査日の変更など

にも迅速に対応することができる体制が必要であり、

「地方独立行政法人北海道立総合研究機構」は、全道

各地域を包括した体制を持ち、以前は「道立農業試験

場」として本業務を行ってきており、独立行政法人と

なってからも継続的に本業務を実施してきた実績を有

していることから契約の相手方として選定した。（地

方自治法施行令第167条の２第1項第2号・北海道財務

規則運用方針第3節関係1の(18)）

農村計画課

令和５年度道営農業農村整備

事業に係る土壌調査（古川地

区外）委託業務

令和5年5月26日
地方独立行政法人

北海道立総合研究機構
11,987,785 同上

農村計画課

草地帯における温室効果ガス

排出量削減効果の検証に関す

る調査業務

令和5年6月5日 株式会社ズコーシャ 3,960,000

　草地帯における温室効果ガス排出量削減効果の検証

に関する調査を効果的に検討するためには、草地整備

に関する調査の実績等、専門的知識を有することが重

要である。R4年度調査では草地土壌からの温室効果

ガス排出に係るメカニズムの把握及び緩和策検討に向

けた今後の調査方針を提案しており、R5年度調査と

高い関連性を有している。

　このように、R5年度の業務は、高い専門的知識と

技術力が必要であり、かつ前年度との高い関連性・継

続性を有しており、調査手法や考察に当たっては前年

度と同一の視点による検討が必要であることから、業

務手法の提案者であり、現地の状況にも精通した前年

度の受託者である（株）ズコーシャを契約の相手方と

して選定した。（地方自治法施行令第167条の2第1項

第2号・北海道財務規則運用方針第3節関係1の(2)）

随　　意　　契　　約　　結　　果　　一　　覧　　表　



課等名 契約の名称 契約年月日 契約の相手方 契約金額（円） 契約の相手方を選定した理由 摘要

随　　意　　契　　約　　結　　果　　一　　覧　　表　

農村計画課
北海道農業農村整備事業支援

地図情報システム作成業務
令和5年6月21日

（一財）北海道農業近代化

技術研究センター
2,860,000

　本業務は、これまで本システムを活用して行ってき

た整備内容の履歴蓄積や、予算関係資料の作成などの

業務について、新ソフトで使用可能な様にシステムを

改良するもの。このことから農業農村整備事業の内容

を熟知し、これまでシステムの開発に携わった経験を

持ち、またＧＩＳシステム構築の実績を多く有してい

る（一財）北海道農業近代化技術研究センターを契約

の相手方として選定した。（地方自治法施行令第167

条の2第1項第2号・北海道財務規則運用方針第3節関

係1の(2)）



　　　　　　　　農政部入札参加者指名選考委員会記録書

1 開催年月日 令和５年(2023年)  ３ 月13 日(月)  9時 00分～

2 開催場所 農政部長室

3 出席状況

　 区　分 　　　　職　　　　氏　　　　名 　　　　　　備　　　　　　　考

委員長 農政部長 宮田　大

委　 員 食の安全推進監 野崎　直人 出席委員 ９名

委　 員 次　  　長 鈴木　賢一

委　 員 食の安全推進局長 山口　和海

委　 員 生産振興局長 新井　健一

委　 員 農業経営局長 瀬川　辰德

委　 員 農村振興局長 高崎　悟

委　 員 技　　　監 大西　峰隆

委　 員 農政課長 大浦　正和

4 審議内容

(1) 水土里情報システム年度利用契約

(2) 北海道農業農村整備事業支援地図情報システム作成業務

(3) 草地帯における温室効果ガス排出量削減効果の検証に関する調査業務

(4) 令和５年度道営農業農村整備事業に係る土壌調査（上多度志地区外）委託業務

(5) 令和５年度道営農業農村整備事業に係る土壌調査（古川地区外）委託業務

随意契約 【 農村計画課 】

5 質疑等

　 　

6 審議結果

・全会一致で可

書記 農政課課長補佐　　横山　達人

・特になし

出席

出席

出席

出席

説明員等

農村計画課　片桐主幹

農村計画課　佐々木主幹

農村計画課　高尾課長補佐

出　欠

出席

出席

出席

出席

出席


